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を、ミクロからマクロへの直線が分析的関係







Karl-Dieter Opp, Theories of Political Protest and Social Movement : 















などの要件を備えているか）とみなす立場があるが (Gilboa 2010, Gintis 2009)、それらは必ずしも重要で
はない。著者のいう「合理性」とは、行動選択の際に、毎回コスト - ベネフィット計算 (calculation)を人々
が行うという意味ではなく、関連の想定されるコストやベネフィットの変化が行動の変化を左右 (govern)
するという意味での合理性を指している。なぜなら、必ずしも日常的になされる行動においてそうした計
算が毎回なされるわけではないからである。それに加えて著者は、 「コスト - ベネフィット計算」それ自体
も、コストとベネフィットに依存した行動選択肢の一つとみなしうると論じている。

















モデルに含まれる選択的誘因として幅広い種類を想定する点や個人の有効性認知 (perceived individual 
infl uence)のような主観的確率に対して様々なマクロレベルでの出来事が経験的に影響すると想定する点
において、元々のOlson モデルとは若干の異なりがある。著者の議論をもとに、貢献 (contribution)/ 離脱
(defecting)によって得られる期待効用 (EU)をそれぞれの式（1）（2）で表すと、次のような形になる。Pg
や Piはそれぞれ集団 (group)と個人 (individual)の公共財供給の成功に対する主観的な確率、Vは個人にと
っての公共財の価値 (value of the public good to individual)、Ccは貢献にかかるコスト、Y・S・Mはそれ
ぞれ参加によって得られる心理的誘因 (psychological incentive)、社会的誘因 (social incentive)や道徳的誘
因 (moral incentive)などの選択的誘因を表している。 
(1)  EU(C)=(Pg+ Pi)V+Y+M+S-Cc





ントの変化（政府がおこなう抑圧行動など）とその影響に注目する（fi nal model では1・5）。（3）個人行
為を集合行為へと変換する仮説や前提を提供する（fi nal modelでは7）。上記のプロセスを通じて、SCMは、
アドホックに変数を足していくだけの要因先行型の説明 (factor explanation)ではなく一貫した理論先行型














































を認めており (pp.104, 117, 358)、第9章では合理的選択理論の一種である認知的バランス理論や価値 -期
待理論を用いて、人々のフレームの変化を部分的に説明できることが示されている。この社会学的なパ
ズルへの挑戦はこれまで様々な論者によってなされているが（Wildavsky 1998, Chai 2001, Boudon 2011, 
Kroneberg and Kalter 2012, 太郎丸 2005）、著者の示した方向性もその一つと言えるだろう。 
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注
１） ここで述べたような様々な誘因と運動が成功する主観的確率の関係性は , 相互依存的 (interdependent)である可能性
もある . したがって , それぞれ変数は追加的 (additive)でも , 乗法的 (multiplicative)でもありうる . 例えば , Piや Pg
の増加が道徳的誘因に影響する場合など .
